
 
 
 

 

 

平成 24 年９月 10 日 

金融庁 

 

 

日本振興銀行株式会社に対する管理を命ずる処分の取消しについて 
 

 

日本振興銀行株式会社（平成 22 年９月 10 日管理を命ずる処分）については、本日、

銀行法第 37 条第１項の認可を受けて解散したことから、預金保険法第 75 条第１項の

規定に基づき、本日付で同行に対する金融整理管財人による業務及び財産の管理を命

ずる処分を取り消しました。 

 

 

 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

監督局総務課信用機構対応室 

(内線 3254、3262) 

 

 

 

〔参考Ⅱ－５〕





日本振興銀行に対する管理の終了について 

 

 

平成 24 年 9 月 10 日 

預金保険機構  

1. 預金保険機構は、平成 22 年 9 月 10 日、金融庁長官から日本振興銀行株式会社（以下

「日本振興銀行」という。）に対して行われた金融整理管財人による業務及び財産の管理

を命ずる処分に伴い、預金保険法第 77 条第 2 項の規定に基づき、その金融整理管財人

に選任されました。これを受け、当機構が日本振興銀行を代表して業務の執行並びに財

産の管理・処分を行ってまいりました。  

2. 具体的には、当機構は、これまで、  

 預金保険制度で保護された付保預金の払い戻し 

 預金保険制度で保護されない非付保預金の概算払い 

 第二日本承継銀行への事業譲渡 

 整理回収機構への不適資産の譲渡 

 民事再生手続による第１回弁済の実施 

 旧経営陣に対する責任追及 

などを行ってまいりました。  

（注） 第二日本承継銀行は、その後、最終的な受皿金融機関であるイオン銀行へ譲渡

されました。 

3. 日本振興銀行は、本日、金融庁長官から、預金保険法第 75条第 1 項に基づき、金融整

理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分を取り消されたことから、当機構による

管理は終了しました。  



4. なお、日本振興銀行は、本日をもって解散し、新たに代表清算人長沢美智子氏、清算

人藤原繁朗氏を選任の上、併せて商号を日本振興清算株式会社（以下「清算法人」とい

う。）に変更いたしました。  

今後、日本振興銀行の民事再生手続及び清算手続は、裁判所の監督下、上記清算人

2 名のもと清算法人が遂行していくこととなります。 

以上 
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